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は　じ　め　に

「沈黙の春」（CARSON, 1962）の出版により，化学農薬
の生態系に与える影響が注目されるようになり，天敵生
物を用いた害虫防除法が人畜や生態系に安全な方法とし
て脚光を浴びるようになった（BARRATT et al., 2010）。海
外から侵入する農業害虫を防除する方法として，その害
虫の原産国から天敵を探索してきて放飼する，いわゆる
伝統的天敵放飼法が考案された。この方法は，いったん
天敵が定着してしまえば，その後は天敵が害虫密度を低
下させるので，天敵の探索と輸入にかかる費用以外は不
要なため，安価な方法として注目されてきた。しかし，
少数の天敵個体を放飼しただけでは定着率が低いことか
ら，近年では，天敵を飼育して大量に放飼する，いわゆ
る増強的放飼法または，接種的放飼法と呼ばれる方法が
利用されるようになっている。後者は，化学農薬と使用
法が似ていることから，生物農薬とも呼ばれ，農薬メー
カーが増殖，販売している場合が多い。

I　海外から導入する天敵の在来生態系への影響

近年，外来生物の在来生態系への影響を懸念する意見
が多くなり，海外から輸入・利用する天敵（以下，「導
入天敵」と呼ぶ）も外来生物として生態系影響を評価す
べきだと言われるようになった。HOWATH（1983 ; 1991）
は，導入天敵によって防除対象外の生物（非標的生物）
の絶滅や大幅な個体群の減少等を引き起こした例を収集
し，導入天敵の在来生態系への悪影響として報告した。
例えば，ココナツの害虫ココナツガ Levuana iridescens

の防除の目的で，マレーシアからフィジーに導入された
寄生バエ Bessa remotaが，ココナツガだけでなく，農
業害虫ではないマダラガの 1種 Heteropan dolensにも寄
生し，これを絶滅させたとされる例や，アジアから北米
に導入されたナナホシテントウCoccinella septempunctata

とナミテントウ Harmonia axyridisが北米で優占種とな
り，在来のテントウムシ Adalia bipunctataなどの個体

数が減少したという例（OBR YCKI et al., 2000）などが，報
告されている。欧米諸国では，この報告を機に導入天敵
の在来生態系への影響を調査・研究する動きが活発化し
た。
導入天敵の在来生態系への影響の主なものは，防除対
象ではない非標的生物に及ぼす影響であり，次のような
ことが考えられる。①導入天敵が標的害虫よりも非標的
昆虫のほうを好んで捕食・寄生し，非標的種を絶滅に追
いやること，②非標的種への在来天敵と導入天敵の相加
作用により，非標的種の個体数が極端に減少すること，
③在来天敵が導入天敵を攻撃して，標的害虫の防除効果
が劣ってしまうこと，④導入天敵と在来天敵が同じ標的
害虫の捕食・寄生を巡って競争し，在来天敵が少なくな
ってしまうこと，⑤導入天敵と在来天敵との交雑による
遺伝子汚染によって，遺伝的多様性が減少すること，等
である。

II　海外からの天敵の輸入と放飼に対する規約

外来種としての天敵の在来生態系への影響を最小限に
するため，その輸入と放飼には判断基準を設けて規制を
すべきであるという意見がある。オーストラリア，ニュ
ージーランド，カナダ，米国の 4か国では，古くから外
来雑草を防除することを目的として植食性昆虫などを海
外から輸入して利用してきたため，輸入の際に寄主範囲
などの生物学的調査を義務づけるなど，農作物への被害
を防止するための規約が整備されていた。この規約は，
農業害虫防除のための導入天敵にも適用できるように改
正されている（HUNT et al., 2008）。しかし，他の国々では，
規約がない場合が多く，統一的な規約が必要という観点
から，国連食糧農業機構（FAO）は，国際規約として，
「導入天敵の輸入と放飼に関する取り扱い規約（Code of 

Conduct for the Import and Release of Exotic Biological 

Control Agents）」を 1996 年に発表し（FAO, 1996），
2005年には植物防疫の国際基準（ISPM3）の中で，天
敵や有用生物の輸出，輸入と放飼に関するガイドライン
を示している（IPPC, 2005）。これらは，天敵などを国
際間で移動する場合，各国の責任当局が行わなければな
らないこととして，天敵の種の同定，生態，寄主範囲，
非標的生物への影響，病害微生物等の未混入などの情報
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を収集して文書化し，これに基づく輸入の可否判断を求
めている。しかし，この規約は強制力はなく，ヨーロッ
パの主要国でも，この統一的な規約に従わない，あるい
は専門家が不足していて従えない国も多いのが現状のよ
うである。ヨーロッパは，50以上の地続きの国から成
るので，この規約を守っている国にも規約を持たない国
に導入された天敵が，飛翔などにより移入することが考
えられる。そこで，ヨーロッパ―地中海沿岸諸国植物保
護機構（EPPO）は，ISPM3に準じた基準を作成して，
ヨーロッパの広い地域での天敵導入を統一的に管理しよ
うとしている（EPPO, 1999 ; 2000）。また，2006年から
2007年までヨーロッパ連合（EU）の出資による，
REBECAプロジェクトでは，ヨーロッパにおける生物
的防除資材の輸入規制を取り巻く問題が整理され，規約
の透明性と統一性の確保に大いに貢献した（EHLERS, 

2011）。その後，EPPOと国際生物学的防除機構（IOBC）
とが，ヨーロッパ諸国での天敵利用とリスク評価に関し
て協議を続けており，ヨーロッパおよび地中海沿岸諸国
で少なくとも 5年以上使用されて生態系影響の報告がな
い，生態系に安全な天敵について，原産国などの各種情
報をインターネット上で公表している（http://archives.

eppo.int/EPPOStandards/biocontrol_web/bio_list.htm）。

やはり，地続きの国から形成される北アメリカ大陸で
は，北アメリカ植物防疫機関（NAPPO）が，カナダ，
米国，メキシコ間の天敵の輸入と放飼に関する判断につ
いての調整を行っている。

III　導入天敵の定量的リスク評価手法と導入の判断

ヨーロッパでは，1998年から 2002年まで，生物的防
除資材（天敵）の導入における環境リスク評価プロジェ
クト（ERBIC）が行われ，定量的で客観的な評価手法が
提案された（HOKKANEN et al., 2003）。この手法は，ニュ
ージーランドの化学物質のリスク評価手法を参考にして
おり（MOEED et al., 2006），生態系影響のリスクを程度
（Magnitude）とその確率（Likelihood）に分割し，その
積であるリスク指標を用いて，種間のリスクを定量的に
比較するというものである。具体的には，非標的地域へ
の定着性，分散能力，寄主範囲，想定される非標的生物
への直接および間接影響の各項目について，その程度
（M）と確率（L）を 5段階で評価し（表―1），その点数
の積（L×M）の総和を計算して，各天敵のリスク指標
として比較するという方法である（表―2）。REBECAで
は，導入判断にかかる時間とコストの低減を目的とし
て，図―1に示すような多段的な評価手法を推奨してい

表－1　導入天敵のリスク評価基準

点数 確率（L）
非標的地域
への定着性

分散能力
寄主範囲

（非標的種）
非標的生物への直接影響 非標的生物への間接影響

1 ごくまれ ごくまれ ＜ 10 m 0種 ごくまれ ごくまれ

2 まれ まれ 10～ 100 m 1～ 3種 まれ まれ

3 可能性あり 可能性あり 100～ 1,000 m 4～ 10種 可能性あり 可能性あり

4 よくある よくある 1,000～ 10,000 m 11～ 30種 よくある よくある

5 可能性大 可能性大 ＞ 10,000 m ＞ 30種 可能性大 可能性大

点数 程度（M）
非標的地域
への定着性

分散能力
寄主範囲

（非標的種）
非標的生物への直接影響 非標的生物への間接影響

1 極小 局所（一時） ＜ 1％ 種レベル 5％以下の死亡率 5％以下の死亡率

2 小 ＜ 10％ ＜ 5％ 属レベル 5～ 40％の死亡率 5～ 40％の死亡率

3 中 10～ 25％ ＜ 10％ 科レベル
40％以上の死亡率あるいは
10％以上の短期間個体群抑制

40％以上の死亡率あるいは
10％以上の短期間個体群抑制

4 大 25～ 50％ ＜ 25％ 目レベル
40％以上の短期間個体群抑制
あるいは 10％以上の恒常的
個体群抑制

40％以上の短期間個体群抑制
あるいは 10％以上の恒常的
個体群抑制

5 甚大 ＞ 50％ ＞ 25％ 目を超える
40％以上の長期個体群抑制
あるいは地域個体群の絶滅

40％以上の長期個体群抑制
あるいは地域個体群の絶滅

 （HOKKANEN et al., 2003より）．
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る（van LENTEREN and LOOMANS, 2006 ; van LENTEREN et al., 

2006）。この方法は，導入天敵をその利用方法により，
増強的放飼法と伝統的放飼法とに区別し，前者は定着性
についてまず評価を行う。後者は，そもそも定着を目的
として行うので定着性の評価は跳ばして寄主範囲の評価
から始めるというもので，各段階の評価は，ERBICで
提案された評価基準を用いることとしている。例えば，

定着性の確率（L）が 3以上の場合は，定着性における
L×Mを計算し，12点以上である場合は導入不可と判
断するか，場合によっては，寄主範囲の評価を加味する，
L×Mが 12未満の場合は，寄主範囲の評価に進むとい
う手順をとり，生態系影響の少ない天敵を導入すること
を目標としている。
しかし，導入天敵の生態系影響を懸念するあまり，本

表－2　導入天敵のリスク指標の計算例

種名 定着性 分散能 寄主範囲 直接影響 間接影響 リスク指標

オンシツツヤコバチ
Encarcia formosa

L
M
L×M

  1
  1
  1

  3
  1
  3

  2
  3
  6

  5
  1
  5

5
1
5

20

タマゴバチの一種
Trichogramma
brassicae

L
M
L×M

  5
  5
25

  2
  4
  8

  5
  5
25

  5
  2
10

5
1
5

73

ハナカメムシの一種
Orius insidiosus

L
M
L×M

  5
  5
25

  4
  3
12

  5
  5
25

  5
  2
10

5
1
5

77

 （HOKKANEN et al., 2003より）．

導入可L＝1－2 and M＝1－2L＝3－5 or M＝3－5導入不可
直接/間接影響

L×M＝5未満L×M＝6以上導入不可

L＝2未満L＝3以上
分散能

導入可導入不可
単食性あるいは
狭食性/広食性で害虫に
ごく近縁な種，非有用
昆虫だけを攻撃

狭食性/広食性
（広範囲の非標的種，
有用昆虫を攻撃）

寄生範囲（非標的種）

L×M＝12未満L×M＝12以上導入不可

L＝2以下L＝3以上
定着性

伝統的放飼法
（classical biological control）

増強的放飼法
（augmentation）

在来種外来種（バイオタイプも含む）

図－1　導入天敵の多段的リスク評価手法（van LENTEREN et al., 2006より）
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来の侵入害虫防除の役割を無視することはできないう
え，農薬に対する抵抗性を獲得した状態で侵入する害虫
には，導入天敵以外に防除手段があまりない場合があ
る。そこで，最終的な海外からの天敵導入の判断は，リ
スクと便益との両者を比較・評価して行うべきであるこ
とが，ERBICや REBECAで述べられているが，生態系
影響と農業利益とを単純比較できないことから，リス
ク―便益評価のための定量的で客観的な手法は，提案さ
れていないのが現状である。

IV　導入天敵を巡る問題

まず，天敵の分類の問題が重要である。天敵の中に
は，種の同定が難しいものが多い。また，以前は一種と
思われていたものが，研究の進歩により多くの種に分け
られる場合もある。例えば，かつて Chrysoperla carnea

とされていたクサカゲロウ科昆虫は，北半球広域に分布
するとされていて，アブラムシの天敵として，欧米諸国
では生物農薬として販売されている。しかし，この天敵
には，交尾前に雄雌が交わす交信音の異なる，多くの隠
蔽種が含まれていることが判明し，欧米諸国で販売され
ているクサカゲロウ剤の中には，交信音の異なる別種が
混入していた事例も報告されている（HENR Y and WELLS, 

2007）。我が国でもヤマトクサカゲロウ剤が，ドイツか
ら輸入され生物農薬として販売されていた（2001年農
薬登録，2009年失効）。この種は，日本在来種 C. nippo-

nensisとは，交信音が異なる狭義の C. carneaであり，
外来種である（MOCHIZUKI et al., 2007）。また，DNAの塩
基配列の比較により隠蔽種の存在が判明する場合も少な
くない（例えば，SHA et al., 2007）。このような天敵の分
類に関する新しい知見に，どのように対応すべきかにつ
いては，今後の課題であろう。
次に，生物多様性条約（CBD）の目的の一つである，

「遺伝資源の利用から生じた利益の公平な配分（ABS）」
に関連した問題がある。ABSとは，遺伝資源を持ち出
して利益をあげた際は，その原産国に利益を還元すべき
という議論である。これが導入天敵に適用されれば，導
入天敵を利用した害虫防除で農業所得が向上して利益が
上がった場合は，その原産国に利益の還元をすべきとい
うことになる。今のところ ABSは議論段階で結論は出
ていないが，これに過敏に反応して，天敵を他国に輸出
しないという事態も起きている（COCK et al., 2010）。
例えば，ケニアでは，マンゴーを加害するミバエの一
種 Bactrocera invadensが侵入したため，防除のため天

敵を害虫の原産国であるスリランカで探索し，輸出許可
を申請したが，いまだに許可が得られていない例があ
る。スリランカは CBD加盟国ではないが，ABSに関心
を示し自国の資源を守ろうとしていると推察されてい
る。また，各種野菜の害虫のアシグロハモグリバエLirio-

myza huidobrensisの有効な天敵を原産国のペルーで探索
するプロジェクトがヨーロッパで開始されたが，その途
中で，ペルー政府が，すべての生物（死んだ個体を含む）
の海外への持ち出しを禁止するという規約を制定したた
め，天敵を持ち出すことができなくなった。ペルーには，
これらの天敵類の同定ができる研究者がいないため，未
同定のままになっているようである。

お　わ　り　に

このように海外からの天敵導入は多くの問題を抱え，
年々厳しい状況となっている一方で，流通システムの発
達により海外からの侵入害虫は増え続けており，今後，
生態系と農業の調和という観点から導入天敵の問題を議
論して行く必要があると考える。
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